
上記事項は、法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（アドレスhttps://www.koashoji-hd.com/）に掲載することにより、
株主の皆様にご提供しております。

第８回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結注記表
個別注記表

第８期（2021年７月１日から2022年６月30日まで）

コーア商事ホールディングス株式会社



連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 ４社
・連結子会社の名称 コーア商事株式会社

コーアイセイ株式会社
コーアバイオテックベイ株式会社
コーア製薬株式会社

⑵ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑶ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. デリバティブ
時価法を採用しております。

ハ. 棚卸資産
・製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定）

・商品
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　３年～60年
機械装置及び運搬具　２年～８年
工具、器具及び備品　２年～20年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。

－ 1 －



ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当連結会計年
度負担額を計上しております。

ハ. 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社及び連結子会社の一部は役員退職
金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
　当社グループは、主にジェネリック医薬品の原薬及び製造販売を行っておりま
す。
　当社グループは、顧客との販売契約に基づいて、顧客に商品及び製品を引き渡
す履行義務を負っており、当該履行義務は、商品及び製品を顧客に引渡す一時点
において顧客に支配が移転し、履行義務が充足されると判断しております。な
お、商品及び製品の国内販売においては、出荷時から当該商品及び製品の支配が
顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認
識しております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理しております。

⑦ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処理を採用しており
ます。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段…為替予約
　ヘッジ対象…外貨建金銭債務（外貨建予定取引を含む）
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ハ. ヘッジ方針
　為替相場変動リスクを回避する目的で実需の範囲内で必要に応じ為替予約を行

う方針としております。
ニ. ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手
段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎に判断しております。な
お、振当処理を採用している為替予約については、有効性の評価を省略してお
ります。

⑧ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ. 連結納税制度の適用

　当社及び連結子会社は、当社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用し
ております。

ロ. 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　当社及び連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算
制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」
（2020年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグル
ープ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について
は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関
する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いによ
り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の
額について、改正前の税法の規定に基づいております。
　なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における
法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた
「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務
対応報告第42号　2021年８月12日）を適用する予定であります。
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２.  会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収
益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサ
ービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することといたしました。
　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 
2021年３月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品及び製品の国内の販
売において、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常
の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っておりますが、当連結会計年度に係る連結財務諸表に与える影響
はありません。また、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。
　また、前連結会計年度の連結財務諸表において、「流動資産」に表示していた「受取
手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」に含めて表示し
ております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下
「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計
基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４
日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会
計方針を、将来にわたって適用することとしております。
　なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響はありません。
　また、「６．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳
等に関する事項等の注記を行うことといたしました。
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３.  会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を
算出しております。
当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額で会計上の見積りによるもののう
ち、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がある項目は以下
のとおりです。

（固定資産の減損損失の認識）
⑴   当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　連結貸借対照表に計上されている有形固定資産6,543,142千円には、連結子会社の
コーアイセイ株式会社の蔵王工場に関する有形固定資産として3,221,771千円が含ま
れており、総資産の12％を占めております。同工場は、継続的に営業損益がマイナス
となっていることから、減損の兆候があると判断し、減損損失の計上の要否について
検討を行いました。その結果、割引前将来キャッシュ・フローが蔵王工場の固定資産
の帳簿価額を超えると判断し、減損損失は計上しておりません。

⑵   会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①算出方法

　当社グループは、原則として、事業用資産については会社、又は事業所を基準とし
て資産のグルーピングを行っております。
　減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キ
ャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否
を判定します。判定の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。

②主要な仮定等
　コーアイセイ株式会社の蔵王工場の割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、経
営者が作成した事業計画を基礎として行われておりますが、医療機関から安定供給と
増産について要請されている『マキサカルシトール静注透析用シリンジ』及び2022年
２月に承認を取得した『ベンダムスチン塩酸塩』の販売計画などを主要な仮定として
織り込んでおります。
　これらの仮定のうち、特に将来の販売数量については、取引先からの受託製造の販
売計画が基礎となっており、不確実性を伴うため、事業環境の変化などにより実績が
見積りと異なった場合、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を与える可能
性があります。
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建物及び構築物 1,897,196千円
土地 898,292千円

計 2,795,489千円

１年内返済予定の長期借入金 349,904千円
長期借入金 2,291,192千円

計 2,641,096千円
⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 5,087,760千円

普通株式 39,619,980株

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2021年９月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 396,186 10.00 2021年６月30日 2021年９月30日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2022年９月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 435,804 11.00 2022年６月30日 2022年９月28日

４. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度になるもの
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６.   金融商品に関する注記

⑴ 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、営業取引を行うための設備投資計画等に基づき、必要な資金
を銀行借入により調達しております。また、余剰資金の運用については安全性の高
い金融商品で運用しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するため
に利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され
ております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されております。
　支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払法人税等は、１年以内の支払期日であ
り、流動性リスクに晒されております。一部外貨建のものについては、為替の変動
リスクに晒されております。
　借入金は、主に営業取引に係る運転資金の調達及び設備投資に係る資金調達であ
り、流動性リスク及び一部の借入金については金利変動リスクに晒されておりま
す。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ
を目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段
とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の
「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑶会計
方針に関する事項　⑦重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等にかかるリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を
行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の
悪化による貸倒懸念の早期把握と軽減を図っております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等
を把握するとともに、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に
見直しています。
　買掛金は、商品の仕入先に対する営業債務であり、通貨別月別に把握された為
替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしておりま
す。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定め
た管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の
管理
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連結貸借対照表

計上額（＊）
時価（＊） 差　額

⑴ 投資有価証券 63,731 63,731 －

⑵ 長期借入金
（2,641,096） （2,641,096） －

(１年内返済予定の長期借入金を含む)

⑶ デリバティブ取引 2,227 2,227 －

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作
成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理してお
ります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を
織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。

⑤ 信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における売上債権のうち31％が特定の大口顧客
に対するものです。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2022年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。
　また、現金及び預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電
子記録債務、短期借入金については、現金であること、及び短期間で決済されるため
時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 63,731 － － 63,731
デリバティブ取引 － 2,227 － 2,227
資産計 63,731 2,227 － 65,958

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む) － 2,641,096 － 2,641,096

負債計 － 2,641,096 － 2,641,096

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す

る相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された

時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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当連結会計年度
原薬販売 12,848,174
医薬品製造販売 7,505,241

顧客との契約から生じる収益 20,353,415
その他の収益 －
外部顧客への売上高 20,353,415

⑴ １株当たり純資産額 471円14銭
⑵ １株当たり当期純利益 59円55銭

デリバティブ取引

　為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法によ

り算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

　変動金利によるものであり、短期間で市場金利に基づいて利率を見直しており、借入を

行っている当社グループの信用状況は借入実行後から大きく異なっていないため、時価は

帳簿価額に近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっており、レベル２の

時価に分類しております。

７.   収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　商品及び製品の売上計上基準については、前述の「１．連結計算書類の作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記等　⑶会計方針に関する事項　⑤収益及び費用

の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

　収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き及びリベートを控除した

金額で測定しております。

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
　子会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　３年～19年
車両運搬具　　　　　６年
工具、器具及び備品　３年～20年

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。

⑶ 引当金の計上基準
① 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるた

め、支給見込額の当事業年度負担額を計上してお
ります。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金
及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用
いた簡便法を適用しております。

③ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職
金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

⑷　収益及び費用の計上基準
　純粋持株会社である当社の収益は、子会社からのグループ運営収入(経営指導料・業

務委託料)及び受取配当金であります。グループ運営収入(経営指導料・業務委託料)に

ついては、子会社に対し経営指導・管理等を行うことを履行義務としており、当該履

行義務は時の経過につれて充足されるため、契約期間にわたって期間均等額で収益を

認識しております。受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識してお

ります。
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⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　連結納税制度の適用

　当社及び連結子会社は、当社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用して

おります。

②　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することと
なります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）にお
いて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせ
て単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通
算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　
2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せ
ず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて
おります。
　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税

及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ

通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42

号　2021年８月12日）を適用する予定であります。
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２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収
益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定め
る経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありま
せん。
（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下
「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準
第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）
第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計
方針を、将来にわたって適用することとしております。
　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響はありません。

３.   会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出
しております。当事業年度に係る計算書類に計上した金額で会計上の見積りによるもの
のうち、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がある項目は以下のと
おりです。
（関係会社株式の評価）
⑴　当事業年度に係る計算書類に計上した金額
　貸借対照表に計上されている関係会社株式9,009,846千円には、非上場の連結子会
社であるコーアイセイ株式会社の株式1,706,007千円が含まれており、総資産の
14％を占めております。
　コーアイセイ株式会社の蔵王工場は継続的に営業損益がマイナスとなっていること
から、減損の兆候が認められ、減損損失の認識が必要となった場合には関係会社株式
評価損の計上の要否を検討する必要があるものの、当事業年度においては、固定資産
の減損損失の認識は不要な状況にあること、また、コーアイセイ株式会社の純資産額
が同社株式の帳簿価額を充分上回っていることから、関係会社株式評価損は計上して
おりません。
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　なお、コーアイセイ株式会社蔵王工場の固定資産の減損に関する主要な仮定は、連
結注記表３．会計上の見積りに関する注記（固定資産の減損損失の認識）に記載のと
おりです。
⑵　会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　非上場の子会社に対する投資等、市場価格のない株式等について、当該株式の発行
会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときには、回復可能性が十分
な証拠によって裏付けられる場合を除いて、投資について評価損の認識を行っており
ます。
　コーアイセイ株式会社の蔵王工場の割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、経
営者が作成した事業計画を基礎として行われており、医療機関から安定供給と増産に
ついて要請されている『マキサカルシトール静注透析用シリンジ』及び2022年２月に
承認を取得した『ベンダムスチン塩酸塩』の販売計画などを主要な仮定として織り込
んでおります。これらの仮定のうち、特に将来の販売数量については、取引先からの
受託製造の販売計画が基礎となっており、不確実性を伴うため、将来キャッシュ・フ
ローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があり、翌事業年度以降の計算書類に重要
な影響を与える可能性があります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 22,395千円

　　短期金銭債権 630,249千円
　　短期金銭債務 1,791千円

関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　営業収益 703,775千円
　販売費及び一般管理費 12,730千円
　営業取引以外の取引による取引高
　営業外収益 4,132千円

普通株式 1,356株

繰延税金資産
賞与引当金 2,821千円
退職給付引当金 3,702千円
役員退職慰労引当金 34,833千円
未払事業税 662千円
繰越欠損金 1,730千円
その他 13,766千円
繰延税金資産小計 57,518千円
評価性引当額 △36,450千円
繰延税金資産合計 21,067千円

繰延税金負債
繰延税金負債合計 －
繰延税金資産の純額 21,067千円

４. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権、金銭債務（区分表示したものを除く。）

５. 損益計算書に関する注記

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８.　収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、前述の「１．重要な会

計方針に係る事項　⑷収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子 会 社 コ ー ア 商 事
株 式 会 社

所有
直接　100.0％

経営指導、
業務委託、
役員の兼任

関 係 会 社　
受取配当金 126,720 － －
経営指導料
収入
（注１）

294,435 未 収 入 金 22,507

業務委託
収入
（注１）

95,592 － －

連結納税に
伴う法人税
の精算

629,361 未 収 入 金 320,745

子 会 社 コーアイセイ
株 式 会 社

所有
直接　100.0％

経営指導、
資金の貸付、
役員の兼任

経営指導料
収入
（注１）

140,325 未 収 入 金 13,613

資金の回収
（注２） － 短期貸付金 1,296,000

受 取 利 息
（注２） 3,708 未 収 入 金 302

連結納税に
伴う法人税
の精算

349,903 未 収 入 金 233,662

子 会 社 コ ー ア 製 薬
株 式 会 社

所有
直接　100.0％

経営指導、
資金の貸付、
役員の兼任

経営指導料
収入
（注１）

2,643 未 収 入 金 313

資金の回収
（注２） 22,800

短期貸付金 22,800

長期貸付金 106,100

受 取 利 息
（注２） 404 未 収 入 金 30

⑴ １株当たり純資産額 258円89銭
⑵ １株当たり当期純利益 2円41銭

９. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 経営指導料収入及び業務委託収入については、業務の内容を勘案して契約によ

り決定しております。
２. 資金の貸付・借入についての、貸付・借入利息は市場金利を勘案して合理的に

決定しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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